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中間決中間決算算説明会説明会
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経営成績について

5億円148億円86％153億円営 業 利 益

連結

公 表 差公 表 数 値前年同期比実 績

1億円69億円72％70億円中 間 純 利 益

7億円148億円87％155億円経 常 利 益

15億円870億円98％885億円営 業 収 益

270億円1兆4,600億円111％1兆4,870億円取 扱 高

△ 5億円93億円76％87億円営 業 利 益

単独

公 表 差公 表 数 値前年同期比実 績

△ 7億円65億円72％57億円中 間 純 利 益

△ 4億円104億円79％100億円経 常 利 益

△ 2億円587億円96％584億円営 業 収 益

124億円1兆3,000億円113％1兆3,124億円取 扱 高
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財政状態について

366億円6,479億円423億円8,440億円

25億円1,451億円49億円1,883億円純 資 産

390億円2,570億円436億円3,309億円割賦売掛金

△ 24億円3,909億円△ 12億円5,131億円営業貸付金

380億円

期首増減

単独連結

463億円

期首増減 実績実績

6,917億円9,083億円総 資 産

※(919億円) (105億円)

※( ）は、ショッピングリボ･分割払い残高

営業債権残高

■ 営業貸付金は期首と比べて12億円減少するも、リボ残高の増加により割賦売掛金
が436億円増加
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配当金の状況

40円

25円

15円

2008年2月期
配当

2009年2月期
配当予想

（予想）

40円
年 間 配 当 金

（予想）

25円
期 末 配 当 金

15円中 間 配 当 金

■ 中間配当は15円を実施、期末配当は25円を予想

33.2％24.0％
中 間 配 当 性 向

35.5％ 40.0％年 間 配 当 性 向
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7878%%

2222%%

（億円）
加盟店手数料収益リボ払い収益

カードショッピングの収益構成比(単独)

383383億円億円

（計画）（計画）

465465億円億円

7373%%

2727%%

■ 当中間期の構成比は、加盟店手数料収益76％、リボ払い収益24%
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海外事業の国別収益内訳
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3030%% 2929%%

578578億円億円

（計画）（計画）

588588億円億円

（億円）

香港ﾀｲ

5858%% 5757%%

■ 当中間期の構成比は、タイ57％、香港29％、マレーシア12％、その他2％

1111%% 1212%%

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･中国･ﾌｨﾘﾋﾟﾝ･ﾍﾞﾄﾅﾑ他ﾏﾚｰｼｱ
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有効会員数の推移（連結）

(万人)
単独

0

海外

1,408
万人

1,498
万人

1,601
万人

252
万人

1,660万人
277
万人

1,775万人
294
万人

1,895万人

（計画）（計画）

2,2,000000万人万人

■ 連結1,895万人(期首比56万人増)・単独1,601万人(期首比48万人増)に拡大、
今期末には連結2,000万人を計画
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稼働会員数の推移（連結）

500

800

1,100

1,400

'06/8 '07/8 '08/8 '09/2 '10/2

(万人)

933933万人万人

1,0281,028万人万人

1,1181,118万人万人

海外

国内

797
万人

875
万人

955
万人

136
万人

153
万人

163
万人

0

（計画）（計画）

1,1801,180万人万人

■ 連結稼働会員数1,118万人(前期比90万人増)、
単独稼働会員数は955万人(前期比80万人増)に拡大
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0

10,000

20,000

30,000

'06 '07 '08 '09 '10

11兆兆 5,9045,904億円億円

（（1818％増）％増）

11兆兆8,7428,742億円億円

（（1818％増）％増）

年間カードショッピング取扱高

中間期カードショッピング取扱高

カードショッピング取扱高推移(連結)

■ 連結取扱高は1兆305億円(17％増)、単独は9,899億円(17％増)と順調に拡大

7,5517,551億円億円

（（2121％増）％増）

8,8458,845億円億円

（（1717％増）％増）

(億円)

11兆兆305305億円億円

（（1717％増）％増）

（計画）（計画）

22兆兆1,4501,450億円億円

（（1414％増）％増）
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稼働会員1人当たりのショッピング取扱高（単独）

177177千円千円

稼働会員1人当たり取扱高（年間）
(千円)

187187千円千円

202202千円千円

■ 稼働会員1人当たりの取扱高は前年同期より15千円上昇し、202千円に拡大

0
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年間稼働率の推移（単独）

50%

55%

60%

65%

'02/8 '03/8 '04/8 '05/8 '06/8 '07/8 '08/8 '09/2

イオンラウンジの拡大 ／ 空港ラウンジサービス

ときめきポイントクラブ ／ ときめきポイントTOWN

コスモカード ／ 三菱商事石油カード

WAON一体型カード ／ モバイルWAON

イオンJMBカード
57.657.6％％

58.358.3％％

60.260.2％％

6611..66％％

56.256.2％％

54.554.5％％
53.453.4％％

年間稼働率

■ 年間稼働率は前年同期比1.4ポイント上昇の61.6％に向上

イオンiD  ／ イオンSuicaカード

ｲｵﾝ銀行ｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞ一体型
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電子マネー一体型カードの効果

39％42％42％53％24％

70％72％73％79％65％

23％ 27％17％ 23％

イオンiD

68％

■ 電子マネー一体型カード導入により、稼働率、男性比率、首都圏比率が向上

※利用に関しては2008年度中間期の数値、属性に関しては2008年8月度終了時点数値。

年間
稼働率

男性
比率

ﾓﾊﾞｲﾙWAON

利
用

属
性

ｲｵﾝSuicaｶｰﾄﾞ ｲｵﾝJMBｶｰﾄﾞ
WAON一体型

ｲｵﾝｶｰﾄﾞ
WAON一体型

首都圏
比率
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カードキャッシング取扱高推移

‘07
※業界平均出所：日本クレジット産業協会

■ 新規利用会員の増加により、業界平均を上回る水準

(年度)‘08 ‘09

キャッシング取扱高前年同期比
キャッシング稼働口座件数前年同期比

業界平均の前年同期比

13 14

80%

100%

120%

140%

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q '09

審査･回収体制の充実による効果

‘07 ‘08

■ 請求件数は上期平均で15％増加、当月未入金残件数は前期比90％に改善

請求件数の前年同期比

当月未入金残件数の前年同期比

‘06 14
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40%

45%

50%

55%

60%

65%

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

40

80

120

160

200

延滞回収率の推移

‘07 ‘08

■ 延滞2回収率は前年より7％改善、延滞債権の月初残高も減少

延滞2回収率（左軸）

（年度）

延滞1、延滞2月初債権残高合計（右軸）

‘06

0

15 16

貸倒引当金の状況

6.8 ％6.2 ％期 末 貸 倒 引 当 率

487億円426億円期 末 貸 倒 引 当 金

108億円

168億円

426億円

2008年8月期

191億円貸 倒 償 却 額

349億円期 首 貸 倒 引 当 金

2008年2月期

268億円期 中 引 当 繰 入 額

76億円一般引当金

487億円合 計

全額償却個人破産

2008年8月期

411億円回収懸念

■ 貸倒引当金の見積もり方法変更により期首差額を65億円特別損失に計上

※2008年8月期の期中引当繰入額には特別損失を含んでおります。

※2008年2月期の期首貸倒引当金はACSファイナンスより引き継いだ貸倒引当金残高を含んでおります。

※

※

16
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80
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9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

利息返還開示請求の状況

2007年9月を100とした開示請求件数の推移

‘07 ‘08

■ 開示請求件数は昨年の下期以降、減少傾向

※1月、8月は季節要因を加味しております。 17 18

上限金利への対応

0%

25%

50%

75%

100%

'07/8 '08/2 '08/8 '09/2

18%以下の金利残高
旧金利残高

33.2％

60.3％

80.4％

■ 本年度中にほぼ18％以下の金利に移行。利息返還リスクの減少

18

19

利息返還損失引当金の状況

69億円

△20億円

21億円

69億円

2007年上期

80億円

△31億円

26億円

85億円

2008年上期

44億円利息返還損失引当金繰入額

69億円期首利息返還損失引当金

85億円期末利息返還損失引当金

△29億円ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ｱ ｳ ﾄ ･元本充当額

2007年下期

■ 開示請求件数の減少、金利18%以下への残高以降の進捗により、
利息返還は、減少の見込み

19 20

-20%

0%

20%

40%

60%

80%

05/2 06/2 07/2 08/2 08/8 09/2

長期固定借入比率

資金調達の状況

■ 当中間期の長期固定比率は69％、平均調達コストは1.30％

■ 長期固定借入金のデュレーションは2年10ヶ月、調達リスクの軽減

69.169.1％％

1.301.30％％

4年以上
21%

3年以上
21%

22年以上年以上
24%24%

1年以上
16%

1年未満
18%

長期固定借入金の

デュレーション

0%

1%

期中平均調達コスト

100%

80%

20
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20082008年度年度 下期重点実施事項下期重点実施事項

I.I.クレジットカード事業の競争力強化クレジットカード事業の競争力強化

１．リボルビング･分割払いの拡大

２．ゴールドカードの拡大

３．貸金業法への対応

４．次世代システムの開発状況

22

1-①.リボルビング・分割払いの拡大

Webでの
リボ変更サービス

接客売場で

リボ推進

レジでのリボ推進

リボ・分割払い推進

■ グループ一体となりレジや、接客売場でリボ払いを推進することにより、

カードショッピング取扱高比率7.8%を計画（2008年度）

120

160

200

240

280

'06 '07 '08 '09 '10

リボ･分割取扱高

カードショッピング取扱高

1,0631,063億億

954954億億

（百億円）

（計画）（計画）
1,1,600600億億

22
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'06/8 '07/8 '08/8 '09/2 '10/2

1-②.リボルビング・分割払いの拡大

（億円）

リボ・分割残高

715715億円億円

（（8686億円増）億円増）

919919億円億円

（（204204億円増）億円増）

■ 新たなリボ・分割払い利用会員の拡大に向けた取り組みを強化

0

店舗レジでの一声運動

リボ変更サービス実施 店頭でのリボ告知強化

リボ5倍デーの開始

リボ専用カード募集強化

629629億円億円

（（143143億円増）億円増）

23

2,000

24

2.ゴールドカードの拡大

■ 当中間期のゴールドカード会員数は63万人（前年同期より11万人増）

■ イオンラウンジ店舗数の拡大等、特典の充実により、メインカード化の推進

0

25

50

75

100

125

'06 '07 '08 '09 '10

（万人） ｺﾞｰﾙﾄﾞｶｰﾄﾞ会員数

0

45万人

（計画）

80万人

57万人 海外各国の特典共通化

年会費無料、割引特典

イオンラウンジ店舗数の拡大

イオンラウンジ店舗数 （計画）

109店舗

91店舗

75店舗

WAON一体型ゴールドカード発行

ときめきポイントサービス拡充

24

空港ラウンジ利用特典
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3.貸金業法への対応

09年上期までに
システム開発完了

09年上期までに
システム開発完了

・総量規制の開始

・指定信用情報機関制度

・年収証明取得(自主規制)

対応済・上限金利の引下げ
第4条施行

10/6/18迄に施行

08年下期より
社内研修開始

・貸金業務取扱主任者制度
第3条施行

09/6/18迄に施行

対応済

・貸付書面交付
第2条施行

07/12/19施行

当社の対応主な施行内容スケジュール

25 26

4.次世代システムの対応状況

2008年度上期 2008年度下期 2010年度2009年度

会
員
サ
ー
ビ
ス

ボリューム対応

勘

定

系

情

報

系

指定信用情報
機関との接続

請求書Web照会

加盟店支援

グループＣＲＭ

審査･カード発行
短縮化

コンタクトセンター

名寄せ対応
総合顧客システム

総量規制

請求書の分散発行

イシュアシステム

オーソリシステム

グループ顧客
データ一元管理

ﾏﾝｽﾘｰｽﾃｰﾄﾒﾝﾄ

WAONの顧客

情報管理

新債権管理

システム

対応済 着手中 対応予定

26

ＡＴＭ入金

27

１．電子マネー事業の拡大
２．銀行代理業の推進
３．プロセッシング事業の拡大
４．アクワイアリング事業の拡大
５．ネット事業の拡大
６．イオン保険サービスの取り組み
７．ACS債権管理回収の取り組み

ⅡⅡ..新たな収益源の育成新たな収益源の育成

28
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1-①.電子マネー事業の拡大

（億円）

＜電子マネー決済金額の推移＞

WAON決済金額

国内主要電子マネー決済金額

※出所：日本銀行決済機構より。2008年7月、8月は当社推定値

0

JMBWAON発行開始 外部提携先強化

■ 国内の電子マネー決済金額に占めるWAONの割合が月を追うごとに拡大

関東 中部･近畿

モバイルWAON、ﾄﾞｺﾓ･au･ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸに展開

~

三井住友WAONカード

全国展開

吉野家での利用開始

iD、Suica取扱開始

28
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1-②.電子マネー事業の拡大

■ 様々な生活シーンで電子マネーの利用を推進

小売 交通 自販機 外食・地域

29 30

0

2,000

4,000

6,000

'07 '08 '09 '10

-1,000

-500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

210210億円億円

（計画）（計画）

1,7501,750億円億円

755億円

（億円）

■ 今期末でＷＡＯＮは発行枚数累計900万枚を計画

電子マネー取扱高（左軸）
（万枚）

300300万枚万枚

900900万枚万枚

WAON発行枚数累計（右軸）

1-③.電子マネー事業の拡大

30

31

投 資 信 託

住 宅 ロ ー ン

イオンカード募集

銀 行 口 座 募 集

信 用 保 証

取り組み事項

ＡＴＭの共同利用

■ 口座募集に加え、住宅ローン・投資信託の取次ぎ強化などイオン銀行との協業加速

2-①.銀行代理業の推進

31 32

2-②.イオン・キャッシュカード一体型の発行

■ 機能と特典の集約により募集効率の向上と金融CRMの推進

＜機能＞

＜特典＞

キャッシュカード一体型

＜得られる情報＞

32

＜活用＞

顧客情報

購買情報

資産情報

商品開発

売場改善

金融CRM

＜金融CRMの推進＞
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電子データ化

文書保管文書保管

インバウンド

アウトバウンド

大口割引
適用による

ﾛｰｺｽﾄｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ

ＤＭ送付ＤＭ送付

当社のノウハウを活用

ｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞ
発券に対応

申込書等の
顧客情報登録

カード発券カード発券情報入力情報入力

3.プロセッシング事業の拡大

11月実施11月実施10月実施9月実施実施済

ｺｰﾙｺｰﾙ･･債権管理ｾﾝﾀｰ債権管理ｾﾝﾀｰ

及び

■ イオン銀行､イオン保険サービスのプロセッシング業務を受託し､事業基盤を確立

33 34

4.アクワイアリング事業の拡大

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

'06 '07 '08 '09 '10

グループ・友好企業との契約

提携先企業との契約

外部企業、公共料金･税金分野の開発

アクワイアリング取扱高

600600億円億円

1,1281,128億円億円

（計画）（計画）

2,0002,000億円億円

■ 当中間期の取扱高は816億円（前年同期比79%増）

■ 友好企業、提携企業に加え、外部企業に展開を強化

6,000
（億円）

3,000

2,000

34

（億円）

35

5.ネット事業の拡大

0

200

400

600

800

'05 '06 '07 '08 '09 '10

-900

-700

-500

-300

-100

100

300

500

700

132132億円億円

198198億円億円

312312億円億円

（計画）（計画）

422422億円億円

5050万人万人
7575万人万人

128128万人万人
200200万人万人

（億円）
（万人）

ネット決済取扱高（左軸）

ネットメンバー数（右軸）

保険マーケット開設 旅行マーケット開設 ときめきポイントTOWN

イオンレジ決済機能拡充 e-WAON導入

ＷＥＢ明細書の導入

■ 当中間期の取扱高は192億円（前年同期比32%増）
■ ネットメンバー情報を活用し、Web明細やCRMメール配信による利用促進

公共料金利用の推進

1.200

700

35 36

0

20

40

60

'06 '07 '08 '09 '10

営業収益

（億円）

1111億円億円

（（33％増）％増）

（計画）（計画）

3838億円億円

（（234234％増）％増）

1010億円億円

6.イオン保険サービスの取り組み

■ 当中間期の営業収益は18億11百万円（前年同期比223.6%増）
■ 保険ショップ、PB商品販売を強化、再保険市場に進出

再保険市場進出

PB商品比率

10％

保険ショップ

100店舗

2010年計画

PB保険
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'06 '07 '08 '09 '10

営業収益

（億円）

1199億円億円

（（1717％増）％増）

（計画）（計画）

2525億円億円

（（3232％増）％増）

1616億円億円

7.ＡＣＳ債権管理回収の取り組み

■ 当中間期の営業収益は11億28百万円（前年同期比26.7%増）
■ 営業拠点、回収受託社数の拡大を図り、業容を拡大

既存コンタクトセンター

新規開設予定
コンタクトセンター

37

＜＜20102010年計画＞年計画＞
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ⅢⅢ..海外事業の拡大海外事業の拡大

１．海外上場子会社の取り組み
２．中国
３．台湾
４．インドネシア
５．ベトナム
６．アジアプレゼンスの拡大

39

1.海外上場子会社の取り組み

29百万リンギット

（前期比67％増）

896百万バーツ

（前期比 8％増）

176百万香港ドル

（前期比10％増）
経 常 利 益

上 期 実 績

106百万リンギット

（前期比22％増）

5,034百万バーツ

（前期比13％増）

615百万香港ドル

（前期比 4％増）
営 業 収 益

マレーシアタイ香港

インド駐在員
事務所開設

ベトナムにおける
事業拡大

中国でのハウス
カード発行サポート

新たな国への

展 開 計 画

■ 上場3社が新たな国での展開をサポート

39 40

2.中国における事業

■ イオンハウスカードの保証･プロセッシングの業務受託開始（下期獲得5万人を計画）

広州：広州：20082008年年1010月導入月導入

深圳：深圳：20082008年年88月導入済月導入済

青島：青島：20092009年年11月導入月導入

北京：北京：20082008年年1111月導入月導入

40
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3.台湾における事業

■ 当中間期の営業収益は87百万台湾㌦（前年同期比25％増）
■ 下期は台湾大手小売チェーンとの提携カード発行を計画

0

200

400

600

800

'07 '08 '09 '10

＜営業収益の推移＞

（計画）

230

133

（百万台湾㌦）

営業収益
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4.インドネシアにおける事業

■ ハイヤーパーチェス加盟店の開発が順調に推移し、取扱高は前年同期比76％増
■ 下期は、大型加盟店を中心に開発を行い、加盟店数を1,500店舗に拡大

0

1

2

3

4

'06 '07 '08 '09 '10

544

1,000

（計画）
1,500

＜加盟店ネットワーク推移＞

（千店舗）

加盟店数

42
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5.ベトナムでの事業開始

■ 加盟店開発強化により割賦販売事業の営業基盤確立

＜ACS TRADING VIETNAM CO.,LTD.＞ ＜ホーチミン市＞

43 44

■ 会員数2,000万人達成キャンペーンの実施

6.アジアプレゼンスの拡大

日本
1,690万人

タイ
175万人

香港
105万人

ﾏﾚｰｼｱ
15万人

グループ会員数
2,000万人

既存拠点

駐在員事務所

期末会員数（計画）

ベトナム

インドネシア

ムンバイ

中国
05万人

台湾
15万人

フィリピン
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97％137億円89％157億円当期純利益

単独連結

100％

100％

103％

113％

前期比

102％200億円330億円営 業 利 益

103％1,255億円1,858億円営 業 収 益

100％223億円331億円経 常 利 益

115％2兆7,600億円3兆1,100億円取 扱 高

前期比予想予想

本資料のうち、当社の将来的な経営戦略や営業方針、業績予測等にかかわるものは、いずれも現時点におい
て当社が把握している情報に基づいて想定、算出されたものであり、経済動向、業界での激しい競争、市場
需要、為替レート、税制や諸制度等に関わるリスクをはじめとする様々な不確実要素を含んでおります。
従って、将来、実際に公表される業績等はこれらの種々の要素によって変動する可能性があります。

2009年2月期業績予想

45


